
「三重のサステナブル経営アワード」に関するＱ＆Ａ 

 

Ａ１ 
この表彰制度では、環境や社会の持続可能性に配慮しながら、長期的に良好な

経済活動を行う経営を「三重のサステナブル経営」と定めます。 
具体的には、「環境への配慮・脱炭素」、「次世代育成の推進」、「地域社会への

貢献」、「従業員満足度の向上」の４つの項目の実践によって自社の付加価値の向

上と経営基盤の改善を推進し、他の県内企業のモデルとなる、持続可能性の高い

企業が表彰対象となります。 
 

Ａ２ 
三重県内に主たる事業所又は事務所を有する、全ての業種の中小企業・小規模

企業で、３決算期以上事業を継続しているものが対象です。ＮＰＯや、組合等の

各種団体も対象となります。 
 

Ａ３ 
この表彰制度は、「企業の取組」を表彰対象としますので、一部の支社や一部

門の単位で応募していただくことはできません。企業としての応募をお願いい

たします。 
 

 

Ａ４ 
三重県内に支店登記されている場合は応募可能です。三重県内にあるのが、登

記されていない営業所等のみである場合は応募していただくことはできません。 
 
 



Ａ５ 
学校法人や社会福祉法人、ＮＰＯ法人等は、条例第２条に規定する事業内容に

応じた従業員数の要件を満たせば応募可能です。 
 

Ａ６ 
従業員を雇用している事業者であれば、個人事業主であっても応募可能です。 
※「従業員満足度の向上」が観点の一つとなっているため、従業員を雇用して

いない場合は対象外です。 
 

Ａ７  
条例第２条に規定する中小企業の定義に該当すれば、みなし大企業（大企業の

100％子会社を含む。）であっても対象となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【三重県中小企業・小規模企業振興条例第２条に規定する中小企業】 
（１）製造業、建設業、運輸業その他の業種の場合 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下 
又は常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人 

（２）卸売業の場合 
資本金の額又は出資の総額が１億円以下 
又は常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人 

（３）サービス業の場合 
資本金の額又は出資の総額が５千万円以下 
又は常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人 

（４）小売業の場合 
資本金の額又は出資の総額が５千万円以下 
又は常時使用する従業員の数が５０人以下の会社及び個人 



Ａ８  
ペーパーレス化の推進、ゴミの削減やフードロスの削減、光熱費の削減や省エ

ネ、再生可能エネルギーで作ったグリーン電力の活用、リサイクルの推進などを

想定しています。 
また、これらの取組を促進する事業を行っている場合も該当します。 

 

Ａ９  
地域の未来を担う次世代の育成を推進する取組が該当します。具体的には、地

域の子どもの育成のための地元小学校等からの社会見学等の受け入れや、小学

校等への備品・教材・図書等の寄付、子ども食堂への寄付、子どもスポーツ大会

への協賛などを想定しています。また、社内における育児支援制度の充実や、子

育てしやすい社内風土づくりのための「イクボス宣言」など、子育て期の従業員

を応援することで、子育て家庭を支える地域社会づくりにつながる取組につい

ても該当します。 
なお、育児支援や子どもの育ちを応援する取組を事業として行っている場合

も該当します。 
 

Ａ１０  
地元への寄付金や物品の寄贈、地域の祭り等の行事やボランティア活動への

従業員の積極的な参加、地域活性化のためのイベントの開催などのほか、地元高

校とのコラボ商品の開発や、地域からの雇用の積極的な創出など、地域との連携

を深める取組を幅広く想定しています。 
また、獣害対策、空き店舗・空き家問題、廃校舎利活用、地域資源の活用や地

場産業の振興など、地域課題の解決に取り組んでいる場合もこれに該当します。 
 

Ａ１１  
働き方改革を推進する取組（業務時間の削減等）、従業員の能力開発のための

取組（社内研修の充実等）、従業員の能力を活用するための取組（社内提案制度、

人材登用等）、福利厚生の充実などを想定しています。 



Ａ１２  
４つの項目の全てに対して、何らかの取組をしていただいていることが必要

です。 
 

Ａ１３  
「地域社会への貢献」と「次世代育成の推進」の記入欄に同じ取組を記入して

いただいても結構です。 
 

Ａ１４  
例としては、ペーパーレス化、管理ソフトの導入やクラウド化、業務における

オンラインミーティングの活用やテレワークの実施、ネットショップ等のオン

ライン販売の活用、スマホやタブレットを利用した従業員間でのデータ共有な

ど、DX を活用して業務の効率化や省力化を行い、自社の付加価値の向上や経営

基盤の改善等につなげた取組を幅広く想定しています。 
あくまでも、デジタルを活用することで、より効果的に「持続可能性の向上」

が図られていると認められる場合に審査上考慮されるものであり、ＩＴ技術の

高度さや、システムの複雑さなどを評価するものではありません。 
 

Ａ１５  
必須ではありませんが、デジタルの活用により効果的に持続可能性の向上を

進められていると認められる場合、審査において有利になることがありますの

で、Ａ１４に例示してあるような取組をされている場合は積極的にご記入くだ

さい。 
 
 
 



【応募方法等】 

Ａ１６  
郵送又は持参による申請と、県の電子申請システムを利用した電子申請のい

ずれでも応募していただけます。 
 

Ａ１７  
「貸借対照表」、「損益計算書」、「販売費及び一般管理費」、「製造原価計算書

（製造業等で作成している場合）」をいいます。なお、審査の過程で必要な場合

は、これ以外の補足資料の追加提出をお願いする場合がありますので、あらかじ

めご承知おきください。 
 

Ａ１８  
Ａ４相当で最大２０枚までにしていただくようお願いいたします。カウント

方法は以下のとおりです。 
  ・Ａ４の場合…片面・両面印刷のいずれでも１枚とカウント 
  ・Ａ３の場合…片面・両面印刷のいずれでもＡ４相当２枚とカウント 
  ・Ｂ４の場合…片面・両面印刷のいずれでもＡ４相当２枚とカウント 
  ・Ａ４より小さい場合（Ａ５等）…一律Ａ４相当１枚とカウント 
 なお、補足資料については、応募用紙の記載箇所との対応関係が分かるように

してください。 
具体的には、応募用紙の記載箇所に補足資料番号を記載するとともに、対応す

る補足資料の右上に補足資料番号を記したり、電子申請であればファイル名に

資料番号を付記したりして、対応関係が分かるようにしてください。 
（応募用紙【記入例】を参照してください） 
 

Ａ１９  
受賞企業の取組は、県の広報媒体などを活用して広く周知するほか、受賞企業

を紹介するパンフレットの作成や、県内の大学での受賞企業による講義等、情報

発信の場を設けることにより、ＰＲの機会を提供したいと考えています。 



Ａ２０ 
選考は、企業経営、働き方改革、子育て支援、環境マネジメント等に専門性の

ある外部審査員が、書面審査、プレゼンテーション審査、現地確認等を経て行い

ます。 
また、審査は、 
① 「環境への配慮・脱炭素」、「次世代育成の推進」、「地域社会への貢献」、

「従業員満足度の向上」の４つの項目に対する取組の内容 
② その取組が自社の付加価値の向上や経営基盤の改善につながっており、

経営の持続可能性の向上が期待できるか 
を総合的に判断して行います。 


